























This paper overviews the industrial organization in Japan in the late nineteenth and 
the early twentieth century. Using comprehensive plant-level data, I made clear the 
market structure of the manufacturing industry in 1902. It was found that the level of 
market concentration in Japan was substantially lower than that in the U.S., which 
Nutter (1951) clarified. One of the reasons of the low concentration is that Japan had 
comparative advantage in the industries where the capital-labor ratio was low and the 
minimum optimal scale was small. Another reason is that in Japan many of the modern 
industries emerged in the late nineteenth century and still before the phase of firm 
shake out. Indeed, in the cotton spinning industry, we confirmed that fierce shake out of 
firms took place after 1900. Meanwhile, in the Japanese manufacturing industry, 
cartels increased in the 1900s. We analyzed the role of the cartel in the cotton spinning 
industry to find that it gave a substantial impact on the supply function of the cotton 
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 1.はじめに 


















位 4 社集中度が 50％以上の産業が、工業の全付加価値の 32.9％を占めた。この時期のアメ
リカでは、Chandler(1962, 1977)が注目したように、交通・通信ネットワークの整備と全
国市場の成立を背景に、大きな企業合併の波が生じ、大企業の形成が進展した（Markham 
1955; Nelson 1959; Sharer and Ross 1990, pp.153-155） 。世紀転換期の高い工業生産の集
中度は、このような動きに対応したものといえる。しかし、その後、むしろ工業生産の集
中度は低下しし、4 社集中度が 50％以上の産業の付加価値比率は 1947 年には 24.4％とな






年の日本では、市場集中度が産業によって大きく相違した。この 1902 年 1 断面の特徴と産
業の属性との関係を検討するわけである。次に、包括的な企業別データが長期にわたって
                                                  
1以下、 煩雑さを避けるため、 このような文脈における企業・個人を、 単に企業と表記する。 


























  本節および次節では基本的な資料として農商務省商工局工務課編『工場通覧』1904 年版
を使用し、そこから 1902 年 12 月末現在の工場別職工数データを得る3。この 1902 年のデ
ータは、原則として職工数 10 名以上の工場について収集されている。そこで、以下の分析
では表 1 より狭く、職工数 10 人以上の作業場を工場と定義する4。 『工場通覧』1904 年版
は、工場を染織、機械、化学、飲食物、雑の 5 種に区分したうえで、それぞれを順に 6、4、
10、9、11 に区分しており、産業分類数は計 40 となっている。これらのうち、今日では通




大学院） 、中島賢太郎（東北大学） 、町北朋洋（アジア経済研究所）の各氏に感謝したい。 
4 『工場通覧』1904 年版には若干の 10 人未満作業場のデータが含まれているが、これらは
取り除いた。 常、工業と見なされない「電気業」 「鉱物採集業」 、および 1904 年に行われた煙草専売化に
よって民間産業から消滅した「煙草業」の 3 産業を対象から取り除いた。その結果、 『工場
通覧』1904 年版に掲載されている全工場 7,749 とその職工 488,277 人のうち、7,204 工場
とその職工 389,540 人がサンプルとして残された。 
  上記のようにこのサンプルはもともと 37 の産業に分類されているが、戦間期との比較、
Nutter(1951)との比較等の便宜を考慮して、これを以下のような方法で産業分類の組み替
えを行った。 『工場通覧』1904 年版には、産業分類とは別に、各工場について「製造品種」 、
すなわち生産している財の種類が記載されている。この情報を既存の産業分類の情報と組
み合わせることによって、より詳細な産業分類を得ることができる。組み替え作業にあた
っては、通商産業省大臣官房調査統計部編『工業統計 50 年史』資料編 1 の 1909 年～1947
年の産業分類表の細分類をベースに、 できる限りそれに近づけるように努めた。 『工場通覧』
から得られる情報で、 『工業統計 50 年史』の複数の分類が相互に区別できない場合は、そ
れら複数の分類を統合した新しい分類を作成した。 結果は表 2 の通りである。 『工業統計 50
年史』の食料品、繊維、製材・木製品、化学、窯業・土石、金属、機械器具、その他の 8
産業大分類が、それぞれ 11、18、4、1、13、5、4、5、6 に区分され、計 67 の細分類が設
定された。 
 表 3 は各産業と各産業の工場の基本的な属性を、 職工数が 1000 人以上の比較的大きなウ
ェイトを持つ産業について示したものである。まず明らかな点は、工場が特定の産業に集
中していたことである。製糸業の工場数 2,469 は全工場の 34％に相当した。繊維工業は、
















このことは、これら産業で、工場の規模分布が小規模の方（左側）に大きく偏っていたことを意味している。例えば工場数 47 の船舶の場合、トップに職工数 5,058 名の三菱長崎造




場と多数の中小規模工場が並存していたのである。     
 
3.市場構造 









のように、本章では『工場通覧』1904 年版から 7,204 工場のサンプルを採用したが、1 産
業に複数の工場を持つ企業が存在すること、および上記の多角化企業の取り扱いから、対
応する企業数は 6,892 となっている。 
この 6,892 社のうち各小分類産業に 1 以下しか工場を持たない企業（単一プラント企業）
は 6,709 社で、 残りの 183 社が少なくとも 1 つの小分類産業に複数の工場を持っていた （複
数プラント企業） 。複数プラント企業の多くの所有工場数は 2 であったが、3 以上の工場を






                                                  
5  法人の場合と個人の場合がある。 




は 13～28 と小規模であった。多数の大規模工場を持つ大企業としては、工場数第 3 位の鐘
淵紡績があり、同社は綿紡績業に 9 工場、絹紡績業に 1 工場を展開し、それぞれに 11,826
名、618 名の職工を擁していた。 造の推計を行うことにする。 










がある。CR4 は、ある産業で売上高が最も大きい企業 4 社の売上高合計を産業の売上高合
計で割った比率である。一方、HHI はある産業に属する全ての企業の売上高（ないし生産）
シェアの 2 乗和である。HHI は 0 より大きく 1 以下の値をとり、HHI が大きいほど産業の
集中度が高いことを示す。 『工場通覧』1904 年版には売上高、生産のデータが掲載されてい
ないため、そこから通常の CR4、HHI を求めることはできない。そこで、ここでは、各企
業の職工数に基づいて CR４、HHI を計算する。計算は、上記の 67 産業のうち、職工数合
計が 300 人未満の小規模な産業 11 を除いた 56 の産業について行った。 
  結果の概要をまず CR4 と HHI の散布図によって示すと図 2 のようになる。両者の間に
非常に高い正の相関があることは明らかであろう。相関係数は 0.82 であり、CR4 が 1 とな
る 2 つの産業を除いた場合の相関係数は 0.93 となる。 HHI は産業内の全ての企業に関する
情報を縮約している点で CR4 よりすぐれた集中度指標と考えられるが、 両者の高い相関は、
計算が容易な CR４でも十分であることを示している7。 
  そこで CR4 について、産業数および職工数の分布を示すと表 6 のようになる。CR4 が
90％以上の極度に集中度が高い産業は、毛紡績、製糖、絹紡績、ビール、麻紡績の 5 産業
であった。 これらのほかにも集中度が高い産業は多く、 56 産業の半分弱にあたる 27 の産業
で CR4 が 50％以上となっていた。しかし、分布を職工数で見ると、様相は大きく異なる。
すなわち、 これらの集中度が高い産業は比較的小規模な産業が多く、 そのため、 CR4 が 50％
以上の 27 産業の職工数で測った比率は、15.4％にとどまった。いいかえれば、集中度が低
い産業に多数の職工を持つ産業が多かった。CR4 が 3.7％と 56 産業中で最も低かった製糸
は、職工数の 32.4％を占める最大の産業であった。さらに CR4 が 5.7％と 2 番目に低かっ
た絹人権織物業は、職工数の 10.0％を占める、製糸業に次いで大きな産業であった。職工
数をウェイトとして加重平均すると CR4 は 26.6％、HHI は 0.052 となる。すなわち、20
世紀初めの日本の工業部門では、一方に高度に集中した産業が相当数存在したが、それら
の工業全体の中での構成比は低く、職工数でウェイト付けをした場合、平均的な集中度は
                                                  
7  上位集中度と HHI の間の高い相関は、 広く確認されている （Sharer and Ross 1990, p.73） 。  低い水準にあった。 
集中度 50％以上の産業の職工数構成比が 15.4％であったという上記の事実は、第 1 節で
紹介した Nutter(1951)の推計と、 ラフにではあるが比較することができる。 前述のように、









って決まると考えられている（市場構造の決定要因については、Curry and George 1983；
Sutton 1991 を参照） 。これらの変数のうち、20 世紀初めの日本の工業について産業別デー
タが利用できるものは多くない。そこで、ここでは、市場規模を示す変数として各産業の
生産額、技術的な規模の経済性を示す変数として各産業の原動力集約度（使用原動馬力数
／職工数）を用い、それらの変数と各産業の市場集中度の関係を観察することにする。     
  生産額、使用原動馬力数、職工数のデータは『工場統計表』1909 年版から採り、同資料




＝-0.39） 。一方、原動馬力集約度と市場集中度（CR4）に関する散布図は図 3b の通りであ
り、 これについても、 緩やかではあるが、 期待通り正の相関が認められる （相関係数=0.38） 。 
市場規模、原動力集約度の 2 変数を同時に用いて、市場集中度（CR4）をそれらに回帰
すると表 7 の式(1)のようになる。市場規模、原動力集約度の係数はともに期待通りの符合
を持ち、かつ統計的に強く有意となっている。そして R2が示すように、これら 2 変数と定
数項によって、CR4 の分散のうち 4 割弱が説明される。被説明変数として HHI を用いた場
合も、係数の有意性と R2 が若干低下するが、基本的に同様の結果となる（表７の式(2)） 。
20 世紀初めの日本は、その要素賦存条件から、労働集約度の高い産業に比較優位を持ち、
したがって、産業構造においてそれらの産業の構成比が高かった（岡崎 1997） 。そして、そ









  19 世紀後半の日本における近代的綿紡績業の発展過程については先行研究によって多く






いた（高村 1971a、第 1 章） 。一方、日清戦後の 1900 年に発生した恐慌を転機として、紡
績企業利益率の規模間格差が明確になるとともに、多くの合併・買収が行われ、 「六大紡」




（1892 年 9 月～1901 年 12 月） 、 『綿糸紡績連合会月報』 （1902 年 1 月以降）である。これ
ら資料に毎月掲載されていた「全国紡績会社営業実況一覧表」から、企業名、綿糸生産量、
平均番手、男女別職工数、男女別 1 日当たり賃金、営業日数、就業時間のデータを得た。
生産量は、藤野他(1979)の方法によって 20 番手に換算した。すなわち、同書 p.49 にある綿
糸の番手別価格に基づいて log(px/p20)=a0+a1x（px=x 番手綿糸の価格）を推定し、推定式と
「全国紡績会社営業実況一覧表」の各社各月の平均番手データによって、各社各月の生産
量を 20 番手に換算した9。 また、 男工数は各社各月の男女間相対賃金によって女工数に換算
した。労働投入は、換算女工数*営業日数*就業時間によって求め、その際、就業時間が 14
時間以上の企業・月については 2 交代操業と想定して労働投入を上の 1/2 とした。 そのうえ
で労働生産性を、20 番手換算綿糸生産量／女工換算労働投入によって算出した。 
 図 4、5 は 1880 年代後半以降の綿紡績業の成長過程を要約している。綿紡績業への活発
な新規参入は 1890 年代末まで続いた。1890 年代後半、毎年 10 社前後の新規参入があり、
毎年数社の退出を差し引いても、綿紡績企業数は急増した。すなわち、1894 年に 45 社で
あった綿紡績企業数はピークの 1899 年には 79 社に達した。そしてこの期間は、図 4 の対
                                                  













た 1894～1899 年、 企業数が減少傾向に入った 1899～1904 年の 2 つの期間について、 存続
企業、合併による退出企業、その他退出企業の各グループの企業の属性を比較している。 
  まず、1894-1899 年について見ると、1894 年に存在した 45 社のうち、6 社が退出し、う
ち1社が合併による退出であった。 企業数で測った退出率は5年間で13.3％にとどまった。





これら点をより詳しく検討するために、図 6a では 1894 年における生産量と労働生産性
の散布図を、その後 1899 年までの企業の帰趨を区別して描いている。この図から第一に生
産量と労働生産性の間の相関が弱かったこと、第二に合併以外の理由による退出企業の中
に生産性の高い企業が比較的多かったことが読み取れる。 第一点は 1894 年時点では規模の
経済性が明確ではなかったことを示している。第二点は、1894-1899 年における企業の存
続と退出は労働生産性と関連を持たなかったことを示している。 
  次ぎに、1899～1904 年には、1899 年に存在した 79 社のうち、41 社が退出し、うち 25
社が合併による退出であった。5 年間の退出率は 51.9％であり、綿糸生産量で測っても退
出企業の 1899 年のシェアは 28.7％に達した。 生産量で測った場合、 退出の中での合併のウ





図 6b は、図 6a と同じ散布図を 1899～1904 年について描いたものである。特に図 6a と
比較すると明らかなように、1899 年については明確な規模の経済性を読み取ることができ
                                                  
10  退出理由に関する情報は、藤野他(1979)pp.39-42、絹川（1937-44） 、大日本綿糸紡績連
合会『綿糸紡績事情参考書』各期、同『紡績連合会月報』各月から得た。 る。より詳細には、労働生産性は年産 3000 トン前後まで生産規模にともなって上昇し、そ
れ以上の生産規模拡大は生産性上昇をもたらしていない。これは、当時の綿紡績企業の最
小最適規模が綿糸年産 3000 トン前後であったことを示唆している。図 6b で 1899 年の企































                                                  
11  多項ロジットモデルについては、例えば Greene(2008)、pp.843-845 を参照。 









ても Klepper and Graddy(1990)の様式化された事実およびモデルの含意に合致している。
図 4 の点線は大川他(1967)の綿糸価格指数を総合支出物価指数でデフレートして作成した
実質綿糸価格指数（1887 年=100）を示している。これによると、実質綿糸価格指数は 1898
年まで低下傾向をたどったが、低下傾向は 1900 年前後で終わり、1900 年代には水準がほ
ぼ一定となった。 
  以上のような企業動態は、綿紡績業の生産集中度の動きに反映した。図 5 の点線は綿糸
生産に関する CR4 を示している。 企業数が増加傾向にあった 1890 年代には CR4 は低下傾
にあり、一方、企業数が減少傾向に入った 1900 年代になると CR4 は上昇傾向を示した。





  最後に、 1900 年代に生じた CR4 の上昇とこの時期に多数行われた企業合併の関係を見る
ために、1909 年における生産上位 4 社（鐘淵紡績、三重紡績、摂津紡績、大阪合同紡績）
が 1899～1909 年に行った合併の生産集中度へのインパクトを調べよう。表 10 は、上記 4
社と 1899～1909 年の期間にこれら 4 社に合併された企業について、1899 年と 1909 年に
おける状態を示している。鐘淵紡績、三重紡績、摂津紡績は、1899 年にも綿糸生産の上位
3 社を占めていた。そしてこれら企業は、1909 年までにそれぞれ 6、4、3 社の紡績会社を
合併した。一方、大阪合同紡績は、谷口房蔵が、買収した朝日紡績と山本紡績所を核とし
て 1900 年に設立した企業であり（絹川 1937-1944、第 6 巻、pp.381-389） 、設立後に明治
紡績、天満紡績、中国紡績の 3 社を合併した。1909 年における鐘淵紡績、三重紡績、摂津
紡績、大阪合同紡績の生産シェア合計は 49.1％に達した。一方、1899 年について見ると、
大阪合同紡績以外の 3 社のシェア合計は 22.8％であり、大阪合同紡績設立時に核となった
朝日紡績・山本紡績所のシェアを加えても 24.3％であった。1909 年の上位 4 社は、1899
～1909 年の 10 年間に、 シェアを 2 倍以上に伸ばしたことになる。 他方、 これら 4 社の 1899
年のシェア 24.3％に、 これら 4 社が 1909 年までに合併した企業の 1899 年におけるシェアを加えて、 4社の 1899年における仮想的なシェアを算出すると 49.9％となる。 このことは、




  19 世紀末以降、日本では、カルテルの形成が見られるようになった。三和（1976）は、
農商務省編（1914） 、佐野・垣内（1914） 、美濃部（1931） 、小島（1932）他、多数の文献
から個々のカルテルに関する情報を収集し、1880 年から 1932 年の期間についてカルテル
結成に関する年表を作成した。その年表に基づいて、カルテル結成数を 1914 年までの各年









いう逆の因果関係を理論的に示した。この論点について検討するために、図 8 では、第 3
節で 1902 年の集中度を測定した 56 の産業について、 三和 （1976） によって 1880 年～1914
年にカルテルが結成されたことがあるかどうかを識別し、カルテル結成の経験を持つ 11 産











                                                  
13  高村（1971b）は、1890 年代の紡績企業の成長が主として各社の増設によったのに対し
て 1900 年代の成長は主に破綻会社の合併によって実現したと述べている（pp.94-95） 
14  いわゆる構造－行動－成果アプローチである（Sharer and Ross 1990  を参照） 。 
15  製紙業におけるカルテルについては四宮 （1997） 、 製糖業におけるカルテルについては糖
業協会監修・久保編（2009）を参照。 における組織的な競争制限を実施した（三和 1976、p.178） 。同年に生じた恐慌への対策と
して、 同年 6 月から約 1 ヶ月間の間に 4 昼夜～8 昼夜の休業を行うこととし、 違反者には信
任金の 1/3 を没収するという制裁を設けていた。これが後に紡連の第 1 次操業短縮（操短）
と呼ばれるようになった措置である（同上、高村 1971a、p.175） 。紡連は以後、1910 年代
前半までに、 第 2 次 （1899 年） 、 第 3 次 （1900～1901 年） 、 第 4 次 （1902 年） 、 第 5 次 （1908
～1910 年） 、第 6 次（1910～1912 年） 、第 7 次（1914～1916 年）の操短を繰り返した（三
和 1976；庄司 1930） 。 
  紡連の操短について高村直助は、第 1 次操短は、輸入綿糸との競争が激化している状況
で行われたため「市場の独占を前提として繰広げられるカルテルとは性質を異にする」と
し（高村 1971a、p.175） 、第 2 次も実施期間が明確に定められておらず制裁規定もなかっ
たとして、第 3 次から操短が本格化したと述べている（高村 1971b、p.95） 。そして、第 3
次以降の操短は、1899 年の綿糸関税引き上げを前提に、綿糸価格を引き上げ、不況の負担
を綿糸需要者である国内織物業に転嫁する機能を持ったとしている（同上、pp.95-96） 。 
  紡連による操短の機能を、まず記述的に検討しよう。図 9 は 1903 年から 1914 年までの
綿糸生産量と綿糸価格を月次で示している16。この期間には、第 5 次、6 次操短の全期間と
第 7 次操短の一部が含まれており、第 5 次、6 次操短の経過を庄司（1930）の第 5、6 章に
よってまとめると次の通りである。第 5 次操短は 1908 年 1 月に、日露戦後恐慌の中で紡連
において決議されたものであり、20 番手以下の綿糸生産について、織布用原糸を除き、毎
月 5 昼夜以上休業すること、違約者には違約分 1 日 1 錘当たり 1 円を徴収することとされ
た。第 5 次操短における生産制限の方法は、1909 年 1 月に 20 番手以下の夜業休止ないし
27.5％休錘、 同年 11 月に 20 番手以下の夜業休止ないし 20％休錘と条件を変更しつつ 1910
年 4 月末まで継続された。この間、綿糸輸出に対しては、 「景品券」ないし奨励金の交付、
休錘免除等の奨励策がとられた。 上記のように、 綿糸価格の回復をうけて第 5 次操短は 1910
年 4 月末までで撤廃されたが、同年 6 月には綿糸価格が下落を始め、一方、綿花価格が 7
月から上昇したため、同年 10 月、早くも第 6 次操短が開始された。20 番手以下の 27.5％
休錘と 21 番手以上の 20％以上の休錘を基本とし、前者は 12.5％休錘・月 4 昼夜休錘・日 2
時間休錘、 後者は月 5 昼夜休錘・日 2 時間休錘に代えることができた。 第 6 次操短は、 1912
年 4 月以降、20 番手以下の 4 昼夜休業に条件を変更して同年 9 月末まで実施された。 
  庄司（1930）の記述を図 9 と照合すると、綿糸価格は恐慌が勃発した 1907 年始めから
低下を始め、同年 4～9 月に一旦落ちついたものの、10 月以降再び低下した。第 5 次操短
はこの 2 度目の低下の過程で開始された。 操短が始まった 1908 年 1 月から綿糸生産は減少
し、1908 年 8 月まで続いた。以後、再び増加するが、1907 年 12 月の水準まで回復したの
                                                  
16  図 9 の綿糸生産量は、 『綿糸紡績事情参考書』各期のリングとミュールの生産量合計をト
ン換算した値をそのまま用いており、したがって第 4 節のような 20 番手への換算は行って
いない。 
 は 1909 年 4 月であった。一方綿糸価格は、1908 年 5 月まで低下を続けた後、上昇傾向に
入った。価格低下→操短→生産減少→価格上昇という一連の経過を読み取ることができる。
一方、第 6 次操短については、これほど明快ではなく、1910 年 6 月から低下した綿糸価格
は、操短の実施に先立って 9 月にはすでに回復しはじめていた。このズレは、一つには操
短決議が 9 月上旬に行われたこと、また操短の理由が綿糸価格の低下だけでなく綿花価格
の上昇にもあったことによると考えられる。一方、綿糸生産は、1910 年 8 月から増加しつ









St=S(PYt, PRt, CARTELt, T) 
  St  : t 月の綿糸生産（トン） 
    PYt,: t 月の綿糸価格（円／kg）  
PRt,: t 月の綿花価格（円／kg） 
CARTELt,: t 期に操短が実施されていたときに 1、 操短が実施されていなかったときに
0 となるダミー変数 


















ミー変数 CARTEL の係数が有意に負となっていることである。またその絶対値 1,936 は、
1903 年～1914 年の月平均綿糸生産量 16,630 トンの 11.6％に相当する。この結果は、紡連
の操短が綿糸供給関数を移動させることを通じて綿糸市場に大きなインパクトを与えたこ
とを意味している。 
   
6.おわりに 
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食料品 繊維 製材・木製品 印刷製本 化学
和酒 製糸 製材 印刷製本 人造肥料
醸造業 絹紡績 その他木製品 工業薬品
味噌・醤油 綿紡績 竹・蔓製品 植物油脂















窯業・土石 金属 機械器具 その他
陶磁器 金属精錬 電気機械 麦稈・畳・筵
ガラス 鋳物 船舶 玉石骨角製品
セメント 金属二次製品 車両 漆器業
煉瓦 その他金属製品精密機械 マチ マッチ
瓦 一般機械 紙製品
その他





その他 42 4,263 94.4 25.0 224.9 1,254 10
注：本文参照．
表3 工場規模分布に関する基本統計（1902年）
産業大分類 産業小分類 工場数 職工数
計 計 平均 中位数 標準偏差 最大 最小
全産業 7,204 389,540 54.1 24.0 160.4 5,058 10
食料品 計 608 13,357 22.0 15.0 26.0 344 10
和酒 255 4,497 17.6 14.0 13.7 187 10
味噌・醤油 99 2,626 26.5 18.0 22.2 130 10
製穀製粉 80 1,581 19.8 16.0 11.4 63 10
水産食料品 106 1,829 17.3 13.0 11.5 84 10
繊維 計 4,555 269,424 59.1 27.0 169.1 3,778 10
製糸 2,469 126,363 51.2 33.0 61.0 1,152 10
絹紡績 13 3,419 263.0 236.0 213.6 618 10
綿紡績 104 65,999 634.6 335.5 820.6 3,778 10
麻紡績 18 3,119 173.3 49.5 297.8 1,106 10
毛紡績 2 1,829 914.5 914.5 1047.2 1,655 174
撚糸 32 1,733 54.2 21.5 72.9 269 10
絹人絹織物 953 27,041 28.4 19.0 38.7 742 10
綿織物 615 24,843 40.4 19.0 98.7 1,690 10
麻織物 37 1,596 43.1 14.0 109.7 626 10
毛織物 23 3,214 139.7 38.0 228.1 740 10
染色整理 143 3,260 22.8 18.0 15.6 106 10
メリヤス 26 1,112 42.8 20.0 52.4 226 10
その他組物織物 33 2,089 63.3 23.0 110.9 480 10
製綿 35 1,638 46.8 19.0 112.7 675 10
その他繊維 27 1,012 37.5 26.0 47.9 242 10
製材・木製品 製材・木製品 製材 193 3 576 , 26 7 . 20 0 . 24 1 . 175 10
印刷・製本 印刷・製本 213 10,064 47.2 29.0 65.3 597 10
化学 計 267 13,118 49.1 23.0 67.9 450 10
医薬品 26 1,720 66.2 21.0 109.3 450 10
紙パルプ 82 5,254 64.1 27.0 81.6 350 10
鉱物油脂 34 1,475 43.4 21.0 51.2 227 10
皮革製品 12 1,056 88.0 61.0 76.4 242 12
計 431 13,462 31.2 17.0 43.9 432 10
陶磁器 188 4,343 23.1 16.5 18.8 120 10
ガラス 61 2,066 33.9 25.0 37.1 241 10
セメント 57 3,562 62.5 18.0 89.7 432 10
煉瓦 93 2,994 32.2 20.0 40.6 315 10
計 193 8,734 45.3 20.0 112.2 1,346 10
金属精錬 78 4,951 64.3 20.0 167.8 1,346 10
鋳物 49 1,405 28.7 20.0 39.7 240 10
その他金属製品 59 2,205 37.4 20.0 51.4 321 10
計 312 30,679 98.3 24.0 373.7 5,058 10
船舶 47 14,026 298.4 30.0 887.2 5,058 10
車両 29 5,497 189.6 42.0 338.8 1,700 10
精密機械 39 1,398 35.8 20.0 42.8 211 10
一般機械 189 9,046 47.9 21.0 77.7 631 10
計 432 25,296 58.6 29.0 95.5 1,254 10
麦稈・畳・筵 142 4,478 31.5 18.0 43.8 390 10
マッチ 174 14,149 81.3 60.0 79.7 436 10
紙製品 39 1,513 48.3 23.0 79.2 392 10100 0 90 2 5 9 4 0 0 0 0 0 0 0
表4 企業別工場数分布
工 場 数 計 1234 5 - 9 10以上
企業数 計 6,892 6,709 131 28 7 15 2
食 料 品 5 7 2 5 4 9 1 73030
繊維 4,382 4,286 728781
製材・木製品 186 18132000
印刷・製本 209 20702000
化 学 2 4 5 2 3 364020
窯業・土石 420 41172000
金 属 1 7 3 1 6 731011
機械器具 299 29054000
そ の 他 4 0 6 3 8 5 1 82010
企業数構成比 計 100.0 97.3 1.9 0.4 0.1 0.2 0.0
（％） 食料品 100.0 96.0 3.0 0.5 0.0 0.5 0.0
繊維 100.0 97.8 1.6 0.2 0.2 0.2 0.0
製材・木製品 100.0 97.3 1.6 1.1 0.0 0.0 0.0
印刷・製本 100.0 99.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0
化学 100.0 95.1 2.4 1.6 0.0 0.8 0.0
窯業・土石 100.0 97.9 1.7 0.5 0.0 0.0 0.0
金属 100.0 96.5 1.7 0.6 0.0 0.6 0.6
機械器具 100.0 97.0 1.7 1.3 0.0 0.0 0.0
その他 100.0 94.8 4.4 0.5 0.0 0.2 0.0
職工数構成比 計 100.0 80.5 7.0 2.8 4.7 4.9 0.2
（％） 食料品 100.0 88.9 5.6 2.1 0.0 3.5 0.0
繊維 100.0 79.6 6.3 1.2 6.7 6.0 0.2
製材・木製品 製材・木製品 100 0 . 90 2 . 59 . 40 . 00 . 00 . 00 .
印刷・製本 100.0 84.6 0.0 15.4 0.0 0.0 0.0
化学 100.0 77.2 2.5 14.5 0.0 5.8 0.0
窯業・土石 100.0 86.7 10.1 3.2 0.0 0.0 0.0
金属 100.0 88.1 7.4 0.8 0.0 1.4 2.2
機械器具 100.0 82.0 11.1 6.9 0.0 0.0 0.0




その他工業 40 106.6 25.0 242.4 1,254 10
注：本文参照．職工数1000人以上の産業のみを表示した．
表5 企業規模分布に関する基本統計
産業大分類 産業小分類 企業数 職工数
計 平均 中位数 標準偏差 最大 最小
全産業 6,892 57 24 235 11,826 10
食料品 和酒 235 19.1 14.0 17.8 187 10
味噌・醤油 89 29.5 17.0 32.7 221 10
製穀・製粉 76 20.8 21.5 23.6 83 11
水産食料品 105 17.4 13.0 11.6 84 10
繊維 製糸 2,400 52.7 33.0 75.4 1,390 10
絹紡績 7 488.4 61.0 777.4 2,155 10
綿紡績 84 785.7 158.0 1,701.0 11,826 10
麻紡績 13 239.9 40.0 394.8 1,155 10
毛紡績 2 914.5 914.5 1,047.2 1,655 174
撚糸 32 54.2 21.5 72.9 269 10
絹人絹織物 945 28.6 18.0 39.4 742 10
綿織物 553 44.9 19.0 108.4 1,690 10
麻織物 37 43.1 14.0 109.7 626 10
毛織物 23 139.7 38.0 228.1 740 10
染色整理 142 23.0 18.5 15.7 106 10
メリヤス 25 44.5 20.0 62.1 283 10
その他組物織物 33 63.3 23.0 110.9 480 10
製綿 35 46.8 19.0 112.7 675 10
その他雑工業 26 38.9 23.0 70.6 379 10
製材・木製品製材 129 27.7 20.0 26.7 175 10
印刷 製本 印刷・製本 印刷 製本 印刷・製本 209 48 2 48.2 29 0 29.0 88 1 88.1 1 046 1,046 10
化学 医薬品 25 68.8 21.0 111.0 450 10
紙パルプ 77 68.2 26.0 117.0 666 10
鉱物油脂 22 67.0 19.5 120.2 419 10
皮革製品業 10 105.6 61.0 98.8 272 12
窯業・土石 陶磁器 186 23.3 16.0 20.1 156 10
ガラス 61 33.9 25.0 37.1 241 10
セメント 51 69.8 17.0 109.8 487 10
煉瓦 90 33.3 18.5 47.0 375 10
金属 金属精錬 58 85.4 30.0 192.8 1,346 10
鋳物 49 28.7 20.0 39.7 240 10
その他金属製品 58 38.0 21.5 51.8 321 10
船舶 47 298.4 30.0 887.2 5,058 10
車両 25 219.9 29.0 450.8 2,070 10
精密機械 37 37.8 20.0 44.1 211 10
一般機械 182 49.7 21.0 97.3 846 10
麦稈・畳・筵 139 32.2 18.0 52.4 525 10
マッチ 154 91.9 60.5 143.6 1,444 10


























90％以上 5 8.9 8.9 9,702 2.5 2.5 毛紡績、製糖、絹紡績、ビール、麻紡績
80～90％ 5 8.9 17.8 16,569 4.3 6.8 ゴム、電気機械、皮革製品、船舶、綱・網
70～80％ 5 8.9 26.8 11,368 2.9 9.7 帽子、鉱物油、車両、工業薬品、毛織物
60～70％ 4 7.1 33.9 9,217 2.4 12.1 その他工業、麻織物、医薬品、製綿
50～60％ 8 14.3 48.2 12,766 3.3 15.4 皮革精製、その他組物・編物、メリヤス、竹・蔓製品、裁縫、撚糸、製茶、金属精錬
40～50％ 5 8.9 57.1 72,160 18.6 34.0 菓子、植物油、セメント、紙製品、綿紡績
30～40％ 7 12.5 69.6 12,269 3.2 37.2 玉石等製品、精密機械、紙パルプ、鋳物、その他金属製品、医薬品、その他木製品
20～30％ 8 14.3 83.9 45,920 11.9 49.0 ガラス、煉瓦、一般機械、瓦、畳・筵、醤油・味噌、マッチ
10～20％ 7 12.5 96.4 43,929 11.3 60.4 綿織物、製穀・製粉、製材、水産食品、和酒、陶磁器、染織整理
0～10％ 2 3.6 100.0 153,404 39.6 100.0 絹・人絹織物、製糸

































原動馬力数／職工数 0.171 (　3.49) *** 0.068 (　2.50) **
LN（生産額） -0.101 (-4.85) *** -0.049 (-2.07) **







































































































































































期間 期中の企業動態 企業数 期首の属性
生産量計 平均生産量 平均生産性
1894-1899年 存続 39 (86.7) 53,553 (94.5) 1,373 0.407
合併による退出 1 ( 2.2) 772 ( 1.4) 772 0.270
その他退出 5 (11.1) 2,354 ( 4.2) 471 0.561
1899-1904年 存続 38 (48.1) 98,420 (71.3) 2,590 0.484
合併による退出 25 (31.7) 34,713 (25.2) 1,389 0.472





































合併による退出 その他退出 合併による退出 その他退出
LN（生産量） 0.042 ( 0.32) -0.740 (-1.75) *
生産性 -23.175 (-2.83) *** 8.082 ( 1.69) *






合併による退出 その他退出 合併による退出 その他退出
LN（生産量） -0.495 (-1.75) * -2.181 (-3.96) ***
生産性 -1.489 ( -0.58) -9.430 (-2.50) **






     ( ) は分散不均一性に対して頑健なz値．
　　 *** 1％水準で有意．
　　 **   5％水準で有意．
　　 *    10％水準で有意．） ）
大阪合同紡績
表10 綿紡績業における合併の市場構造へのインパクト
会社名 会社名 属性（1899年） 属性（1909年）
(1909年） (1899年） 生産量（トン） 同シェア（％ 生産量（トン 同シェア（％）
計 138,034 100.0 190,483 100
上位4社計 68,813 49.9 93,467 49.1














































































綿糸価格 26,862 (　1.85) *
綿花価格 -26,665 (-2.26) **
操業短縮 -1,936 (-4.52) ***
タイムトレンド 140 (18.52) ***





     ( ) は分散不均一性に対して頑健なt値．
　　 *** 1％水準で有意．
　　 **   5％水準で有意．
　　 *    10％水準で有意．